
令和４年度

決算特別委員会付属資料

（健全化判断比率・資金不足比率）

総務財政部総務財政課

【資料】

①　令和４年度健全化判断比率等の算定について　・Ｐ１



◎実質赤字比率

　【参考】
　 実質収支が黒字の場合、実質赤字比率は負の値で表示する。

【対象会計】
・一般会計

令和４年度 一般会計実質収支額 千円

【赤字額の内容】
・繰上充用額　 歳入不足のため、翌年度の歳入を繰り上げて充用した額 0 千円
・支払繰延額　　　　　　実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額 0 千円
・事業繰越額 実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額 0 千円

【標準財政規模】 令和４年度
・地方財政法第５条の４第１項第２号に規定する標準的な規模の収入の額として 千円
　政令で定めるところにより算定した額（臨時財政対策債発行可能額を含む）

（基準財政収入額－(①＋②＋③＋④)）×100/75 千円
市民税個人所得割税源移譲分 ① 千円
地方消費税交付金引上げ分 ② 千円
譲与税合計 ③ 千円
交通安全特別交付金 ④ 千円
臨時財政対策債発行可能額 千円 千円
普通交付税額 千円

千円

☆　標準財政規模　＝　標準税収入額　＋　普通交付税　＋　臨時財政対策債発行可能額
☆　基準財政収入額　＝ 千円

令和４年度　健全化判断比率等の算定について

12,544,892

※　一般会計等（普通会計）を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

令和４年度実質収支額

7,167,086

174,984
6,187

460,305

6,504,675

487,885

455,747

-3.63 ％

令和４年度決算額

8,296,447

合　　　計 12,544,892

－
令和４年度　標準財政規模＝12,544,892千円

=
実質赤字比率

　
一般会計等の実質赤字額＝0千円

455,747 千円
＝

12,544,892 千円

280,460
3,967,985

標準税収入額
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◎連結実質赤字比率

※　全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

　【参考】
　 連結実質収支が黒字の場合、連結実質赤字比率は負の値で表示する。

連結実質赤字額＝①及び②の合計額が③及び④の合計額を超える場合の当該超える額

①

②

0

③

④

千円
千円
千円
千円

連結実質収支（黒字額）
千円 ＋ 千円 － 千円 ＝ 千円

令和４年度　資金不足額の合計

公営企業の水道事業会計、病院事業会計、下水道事業会計のうち、資金の不足額を生じた会計の
不足額の合計額

水道事業会計 2,250,343
下水道事業会計 110,302

後期高齢者医療特別会計
介護保険保険事業特別会計 千円

千円
113,258

－

千円

連結実質赤字比率

12,544,892

千円
千円

455,747
4,661

※資金の不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費に充てた地方債の現在高－流動資産）

国民健康保険特別会計

令和４年度　実質黒字の合計額

一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険保険事業特別会計のうち
実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

0
0 千円

小　　　　計 0 千円

千円

千円

-27.97

一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険保険事業特別会計のうち
実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

令和４年度　実質赤字の合計額

小　　　　計 千円

589,767

千円令和４年度　資金剰余額の合計

小　　　　計

病院事業会計 558,435

2,919,080 3,508,847

2,919,080

公営企業の水道事業会計、病院事業会計、下水道事業会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の
資金の剰余額の合計額

％

令和４年度　標準財政規模＝12,544,892千円

千円
＝

589,767 千円

　
連結実質赤字額＝0千円

3,508,847

=

589,767

一般会計

-　解消可能資金不足額

16,101

0

2,919,080
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◎実質公債費比率

千円 ＋ 準元利償還金 千円
－ 特定財源 千円
－ 千円
標準財政規模 千円
－ 千円

千円 ＋ 準元利償還金 千円
－ 特定財源 千円
－ 千円
標準財政規模 千円
－ 千円

千円 ＋ 準元利償還金 千円
－ 特定財源 千円
－ 千円
標準財政規模 千円
－ 千円

＝

【元利償還金】

【準元利償還金】
準元利償還金＝①＋②＋③＋④＋⑤

① 満期一括償還地方債の償還期間を３０年とする１年当たりの元金償還金相当額

② 一般会計等から特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるもの

③ 組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

⑤ 一時借入金の利子

6.0%

　

2,426,245

1,003,435

1,061,506

2,426,245

1,001,991

単位：千円

960,142

令和４年度

0

単位：千円

単位：千円
令和４年度

207

単位：千円

2,290,472

=

実質公債費比率
（令和４年度）

※　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額
275,242

2,508,027元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

=

地方債の元利償還金

2,430,897

実質公債費比率
（令和３年度）

= 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

1,316

12,043,003
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

267,790

令和４年度

208

6.5%

令和２年度

令和４年度

2,162,439

　

0 0

令和２年度 令和３年度
55,584

令和３年度

単位：千円

43,086

0 0

令和２年度 令和３年度

実質公債費比率
（令和２年度）

令和２年度 令和３年度

令和４年度
2,430,897

地方債の元利償還金

2,290,472

6.5%

0

令和４年度

1,005,109

258,237

　

　☆実質公債費比率（３か年平均）

単位：千円

58,199

令和２年度 令和３年度
　

令和２年度 令和３年度
　

地方債の元利償還金

5.2%

1,060,901

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

12,544,892

12,644,029
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

2,162,439

2,452,836

2,452,836

2,508,027
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【特定財源】

単位：千円 　

【元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額】

　 単位：千円

0

令和４年度

0

0

275,242

0

0

合　　　　計

1,611,527
保健衛生費 21,566

費　　　　　目 令和２年度
消防費 0

公園費

1,615,544

767,280

1,706,541

2,679
2,226

下水道費

1,129

0

338

300

都市計画事業の財源として発
行された地方債の償還に充
当した都市計画税

51,654

農業行政費 0

724貸付金の元利償還金

公営住宅使用料

785,105
その他土木費

2,858
中学校費 1,432
清掃費

小学校費

公債費

令和２年度

国・県等からの利子補給、貸付金の財源として発行した地方債に係る貸付金の元利償還金、公営住宅使用
料、都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都市計画税等

214,721 207,128

52,345 50,809

258,237

112
1,824

その他

2,280
1,781

令和３年度
0

2,483

国・県等からの利子補給

令和４年度
0

23,199
18,219

0

775,477

道路橋梁費

地域振興費

223,588

267,790

2,053
22,056

233

5,320

2,234

合　　　計 2,452,836 2,426,245 2,508,027

212
0

令和３年度

3,910

0

　地方債の償還等に要する経費として、公債費又は事業費補正若しくは密度補正により、基準財政需要
額に算入された額。

1,019
0

6,471
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◎将来負担比率

将来負担額 千円 － 充当可能基金額 千円
－ 特定財源見込額 千円
－ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 千円
標準財政規模 千円
－ 千円

　 【参考】将来負担率がマイナスの場合は、「－」表示となるが、ここでは参考値としてマイナス表示を行う。

【将来負担額】＝ ①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧
① 当該年度の前年度末における一般会計等に係る地方債の現在高

千円
② 債務負担行為に基づく支出予定額 千円
③ 一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等からの繰入見込額

④ 組合等が起こした地方債の償還に係る地方公共団体の負担等見込額
単位：千円

⑤ 退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額 千円
⑥ 設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額 千円
⑦ 連結実質赤字額 千円
⑧ 組合等の連結実質赤字額相当額に係る一般会計等負担見込額 千円

【充当可能基金額】 単位：千円

※地域振興基金は、充当可能基金から除く。

北はりま消防組合 31,620

単位：千円
321,823 5,600,315

※　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

公共施設整備基金
226,245

3,807,961
地域情報化基金

367,693
8,376

合　　　　　計 13,447,314

5,931,717

下水道事業会計

＝

30,930,121 13,447,314

9,579
病院事業会計
水道事業会計

0

1,532,584

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 2,508,027

合　　　　　　計

将来負担比率

-90.0%
12,544,892

1,287小野加東広域事務組合

417,075
449,982

0

合　　　計

地方債の現在高 23,737,608

0
0

災害対策基金

介護保険給付費準備基金
減債基金

福祉基金

810,814

やしろ鴨川の郷基金

77,284
391,201

国民健康保険財政調整基金
6,494,143

767,374
財政調整基金

国際交流基金

414,537

78,906
813,594 土地開発基金

24,983,849

北播衛生事務組合
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【特定財源見込額】

【交付税算入額】
・地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる額

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額
単位：千円

令和４年度　地方債の償還に係る基準財政需要額算入額
単位：千円

合　　　計 2,508,027

公債費 18,295,346

地域振興費 2,053

公債費

中学校費 2,226

算入額

1,706,541

清掃費 1,019

その他土木費 112
小学校費 2,679

農業行政費 0

保健衛生費

道路橋梁費 2,280
公園費

471,000

公園費
下水道費
その他土木費 526

1,781
下水道費 767,280

費　　　　　目

小学校費
中学校費
保健衛生費
清掃費

合　　　計

地域振興費

24,983,849

農業行政費
239,550
18,030

項　　　　　　　目

臨時地方道整備事業
公園緑地事業
下水道事業
まちづくり交付金事業、自然災害防止事業

北播衛生事務組合改修事業

650,457

951
4,813,309

東条地域小中一貫校整備事業
東条地域小中一貫校整備事業246,297

247,335 病院事業、上水道一般会計出資等

費　　　　　目 算入見込額

その他特定の収入

1,048

項　　　目 金　　　額 内　　　　　　　　　　容

都市計画税収

0
219,355

1,313,229

転貸債に係る償還金
公営住宅の賃貸料等 公営住宅使用料

都市計画税の充当率　31.7％

住宅新築資金等貸付金元金収入

22,056

施設整備事業

消防費 0

0
合　　　　　計 1,532,584

道路橋梁費
消防費 0

地域活性化事業、防災対策事業、公共施設等適正管
理推進事業

災害復旧費、補正予算債、減税補 債、財源対策債、
臨時財政対策債、緊急防災・減災事業債、合併特例債
などの償還費
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◎資金不足比率

　【参考】
　 資金不足が生じていない場合、資金不足比率は負の値で表示する。

　【参考】
　 資金不足が生じていない場合、資金不足比率は負の値で表示する。

　【参考】
　 資金不足が生じていない場合、資金不足比率は負の値で表示する。

％
2,250,343 千円

＝ -291.4
772,174 千円

－
病院事業会計　事業の規模＝1,654,114千円

千円
558,435 千円

1,654,114
＝ -33.8 ％

水道事業会計
資金不足比率

=

　

水道事業会計　資金不足額＝0千円

－
水道事業会計　事業の規模＝772,174千円

病院事業会計　資金不足額＝0千円

％
886,291 千円
110,302 千円

＝ -12.4

※　各公営企業会計を対象とした資金不足額の事業の規模に対する比率

病院事業会計
資金不足比率

=

　

下水道事業会計
資金不足比率

=

　

下水道事業会計　資金不足額＝0千円

－
下水道事業会計　事業の規模＝886,291千円
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